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証券コード：8425

株主の皆様に贈呈した図書カードです。

株主の皆様からのご愛顧に感謝し、以下のとおり
株主優待制度を導入しております。

連続2期以上保有の場合＊

＊�連続保有期間2期以上の確認は、基準日（毎年3月31日）の
株主名簿に、前期末と同一株主番号で連続して記録された
株主様といたします。

基 準 日 毎年3月31日

株 数 100株以上

優待内容 一律3,000円相当の図書カードを贈呈

基 準 日 毎年3月31日

株 数 100株以上

優待内容 一律4,000円相当の図書カードを贈呈

当社では、株主の皆様の声をお聞かせいただくため、
アンケートを実施いたします。
お手数ではございますが、

アンケートへのご協力をお願いいたします。

下記ＵＲＬにアクセスいただき、アクセスコード
入力後に表示されるアンケートサイトにてご回答
ください。所要時間は5分程度です。

株主の皆様の
声をお聞かせ
ください

http://www.e-kabunushi.com
アクセスコード  8425

kabu@wjm.jpへ空メールを送信してください。（タイトル、本文は無記入）
アンケート回答用のURLが直ちに自動返信されます。

空メールによりURL自動返信

いいかぶ 検索検索

●アンケートのお問い合わせ 
  「e -株主リサーチ事務局」

TEL：03-5777-3900（平日 10：00～17：30）
MAIL：info@e-kabunushi.com

●アンケート実施期間は、本書がお手元に到着してから約2ヶ月間です。

※本アンケートは、株式会社 a2media（エー・ツー・メディア）の提
供する「e-株主リサーチ」サービスにより実施いたします。
（株式会社 a2mediaについての詳細http://www.a2media.co.jp）
※ご回答内容は統計資料としてのみ使用させていただき、事前の承諾なし
にこれ以外の目的に使用することはありません。

株主優待制度



当社は、株主の皆様に対する利益還元については、収益力の向上を図りつつ業績に応じた配当を実施することを
基本方針としております。また、同時に、株主資本の厚みも企業価値を向上させるうえで重要な要素であると考え、
株主の皆様への利益還元と株主資本充実のバランスにも十分意を用いて対応しております。

2018年3月期予定
1株当たり年間配当金　66円（前期比2円増）
（中間32円　期末34円）

基準日　毎年3月31日
100株以上	 図書カード3,000円相当
100株以上・連続2期以上	 図書カード4,000円相当
詳細は裏表紙をご覧ください。

配当金 株主優待

株主還元

　株主の皆様におかれましては、平素より格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。
　2017年度上期の世界経済は、一部のアジア新興国経済の低迷や地政学リスクの高
まり等不確実性を内包しながらも、米国経済の堅調な拡大や欧州経済の緩やかな回復
により、拡大基調で推移いたしました。国内経済も、企業収益の改善を背景とした民
間設備投資の増加や経済対策に伴う公共投資の執行等の恩恵を受けながら、緩やかに
回復を続けております。
　こうした状況のなか、当社グループは今年度より、2019年度を最終年度とする第
5次中期経営計画をスタートいたしております。この計画は、「お客様と共に挑戦を続
ける、価値創造カンパニー」をビジョンとし、これまでに蓄積したビジネスノウハウ
や財務体力を活かして、より収益性の高い「モノに関わる知見・経験を活かしたコア
ビジネスの深掘り」と「社会・産業構造の変化に対応した“新注力分野”への取り組み」
を積極的に推進していくことをビジネス戦略に掲げております。
　当上期につきましては、第5次中期経営計画の戦略を着実に推進し、親会社株主に
帰属する四半期純利益は、通期計画に対して順調に進捗しております。下期につきま
しても、この戦略の推進を加速させ、全てのステークホルダーの皆様に対して更なる
価値創造に挑戦してまいります。
　また、当社グループは、全てのステークホルダーの皆様からの信頼と期待にお応え
するため、企業の社会的責任（CSR）を事業運営の基本に据え、持続的な社会の実現
と企業価値の向上を目指してまいります。
　株主の皆様におかれましては、引き続きご理解とご支援を賜りますよう、よろしく
お願い申し上げます。
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※�本誌記載の予想は、2017年11月8日(2018年3月期第2四半期決算短信発表時)に公表したものです。業績予想につきましては、公表時における事業
環境において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、今後の様々な要因により予想値と異なる可能性があります。

代表取締役社長

1 第5次中期経営計画がスタート

2 親会社株主に帰属する四半期純利益は、
通期計画に対し順調に進捗

3 中間配当32円実施
年間配当は66円と16期連続増配を予定

ハイライト 株主の皆様へ

第5次中期経営計画
（2017〜2019年度）

2019年度　数値目標（連結）

親会社株主に帰属する当期純利益  150億円

ROE　10％

配当性向　20％以上を維持
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　第5次中期経営計画の初年度である2017年度上期の
契約実行高は、前年同期比20％増加の6,416億円と
なりました。営業資産残高は、金融分野において期中での
償還が多かったことから、前期末比横ばいの1兆6,063
億円となりました。
　営業面では、大企業・中堅企業のお客様との強固な
リレーションを基に、お客様の製品販売での商流に介在
したサービスの提供や、社会的ニーズが高まる保育施設
やホテルを対象とした不動産リースでの取り組みを開
始いたしました。また、社会構造・産業構造の変化を捉
えた取り組みとして、環境・エネルギー分野では企業の
省エネ投資を幅広く捕捉し、電力関連ビジネスへの取り
組みに加え有力事業者と協業した日本初の先進的な取

り組みも手掛けました。医療・ヘルスケア分野では、大
手介護事業者との大口オートリース成約など営業領域
の拡大に向け注力しています。さらに、海外では、非日
系企業への取り組みを推進し、タイ・インドネシアで現
地大手財閥系企業との取引が拡大しております。
　損益状況につきましては、売上高は前年同期比横ばい
で推移いたしました。損益面では、良質な案件の積み
上げに注力し収益力の向上を図りましたが、外貨借入の
増加等に伴う資金原価の増加もあり、売上総利益は前年
同期比横ばいの188億円となりました。経常利益は信
用コスト戻入益の縮小もあり同10％減少の100億円、
親会社株主に帰属する四半期純利益は同11％減少の
67億円となりましたが、通期の利益計画に対しては順
調に進捗しております。

	営業資産残高 	親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益
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営業状況及び損益状況

事業の概況と営業トピックス

営業トピックス

　当社及び、パナホーム株式会社（以下、パナホーム）、株式会社エナリス（以下、
エナリス）、兵庫県企業庁は、経済産業省の「平成29年度地域の特性を活かしたエネ
ルギーの地産地消促進事業費補助金」の採択を受け、パナホームが兵庫県芦屋市で開
発しているパナホーム�スマートシティ潮芦屋「そらしま」においてD4街区の全117
住戸を対象とした、マイクログリッドシステム※1の街づくりに2017年10月より
着手いたしました。
　本事業は、各住戸に太陽光発電設備、蓄電池等を設置し、各住戸を自営線※2でつ
なぎ、電力を街区全体でコントロールすることで、事業展開として日本初※3のマイク
ログリッドシステムを構築いたします。
　当社グループは、環境・� エネルギー分野を第5次中期経営計画における注力分野の
一つと位置付けており、今後も事業活動を通じて社会貢献と企業価値の向上に努めて
まいります。

全117住戸間でのマイクログリッドシステム事業に着手日本初
■	パナホーム	スマートシティ潮芦屋
　	「そらしま」開発地

■	各事業者の事業分担

申請者 役　割

代表 パナホーム スマートシティ構想・開発、
住宅建設・全体企画

共 同 エ ナ リ ス エネルギーマネジメントサービス

共 同 興銀リース 自営線所有・管理

共 同 兵庫県企業庁 潮芦屋の宅地造成開発・地域連携

※1���小規模発電網を意味し、太陽光発電など小規模な発電施設を地域内に設け連結し、地産地消で電力需要を賄うシステム
※2���一般送配電事業者（電力会社等）に頼ることなく電力供給のために自ら敷設した送電線
※3���宅地への自営線敷設により住戸間で電力を融通しあう点において
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科　目
前第2四半期

（2016年4月 1 日から
2016年9月30日まで）

当第2四半期

（2017年4月 1 日から
2017年9月30日まで）

売上高 181,364 178,408
売上原価 162,203 159,621
売上総利益 19,161 18,787
販売費及び一般管理費 8,562 9,306
営業利益 10,599 9,480
営業外収益 762 673
営業外費用 250 150
経常利益 11,111 10,003
特別利益 245 —
特別損失 190 9
税金等調整前四半期純利益 11,165 9,993
法人税、住民税及び事業税 3,354 2,123
法人税等調整額 126 929
四半期純利益 7,684 6,940
非支配株主に帰属する四半期純利益 183 238
親会社株主に帰属する四半期純利益 7,501 6,702

（単位：百万円）

科　目
前第2四半期

（2016年4月 1 日から
2016年9月30日まで）

当第2四半期

（2017年4月 1 日から
2017年9月30日まで）

差引利益　① 21,779 22,189
資金原価　② 2,618 3,401
売上総利益　①−② 19,161 18,787

（単位：百万円）＊売上総利益の増減要因

（第2四半期連結累計期間）
四半期連結損益計算書（要旨）

トピックス 連結財務諸表

①�差引利益：資金原価控除前の
売上総利益。営業資産から得
られる受取利息や手数料等の
収入に相当。

②�資金原価：営業資産に見合う
有利子負債(借入金、CP等)に
対する支払利息。

用語解説

　当社グループでは、ステークホルダーの皆様に当社グループの事業活動や企業価値についてご理解を深めてい
ただくことを目的に、情報発信をより積極的に行ってまいります。
　そのための施策の一つとして、2017年8月にホームページをリニューアルいたしました。デザインを全面刷
新するとともに、当社の成り立ちや今後の経営方針などをまとめた「興銀リースとは」や当社グループで実行し
た案件の概要をご紹介する「プロジェクト事例」などの新たなコンテンツを設けています。また、10月には従
来のアニュアルレポートとCSRレポートに替えて「統合報告書」を発行しております。財務情報のみならず、
経営戦略、環境・社会・ガバナンス等の非財務情報をあわせて掲載することで、当社グループの事業活動や中長
期的な価値創造について、よりわかりやすく編集しております。

■	ホームページ

▼トップページ

■	統合報告書2017

▲表紙

▶プロジェクト事例

▼興銀リースグループの価値創造プロセス

https://www.ibjl.co.jp/ja/index.html

ホームページリニューアル + 統合報告書の発行
情報発信力の強化

外貨借入の増加等で資金原価が
増加いたしましたが、不動産や
航空機などの良質な案件の積み
上げにより差引利益が増加した
ことで、売上総利益は前年同期
並みの水準となりました。

POINT

信用コスト戻入益の縮小もあり
前年同期比では減少しておりま
すが、通期計画130億円に対し
52％の進捗と順調に推移して
おります。

POINT
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科　目 前�期�末
（2017年3月31日）

当第2四半期末
（2017年9月30日）

［資産の部］
流動資産 1,566,603 1,548,352
　現金及び預金 42,326 44,498
　割賦債権 138,089 138,586
　リース債権及びリース投資資産 809,304 830,716
　営業貸付金 205,206 200,248
　その他の営業貸付債権 139,749 104,550
　営業投資有価証券 172,493 181,756
　有価証券 44 520
　繰延税金資産 1,874 1,646
　その他 60,645 48,444
　貸倒引当金 △3,130 △2,613
固定資産 185,681 193,419
　有形固定資産 144,211 151,027
　　賃貸資産 141,225 148,112
　　社用資産 2,986 2,914
　無形固定資産 4,189 4,127
　　賃貸資産 101 100
　　その他の無形固定資産 4,087 4,027
　投資その他の資産 37,280 38,264
　　投資有価証券 28,248 30,343
　　破産更生債権等 3,331 1,884
　　繰延税金資産 975 670
　　その他 5,068 5,420
　　貸倒引当金 △343 △54
資産合計 1,752,284 1,741,772

（単位：百万円）

科　目 前�期�末
（2017年3月31日）

当第2四半期末
（2017年9月30日）

［負債の部］
流動負債 1,045,764 1,010,562
　短期借入金 312,715 308,954
　一年内償還予定の社債 — 10,000
　一年内返済予定の長期借入金 155,509 160,995
　コマーシャル・ペーパー 433,800 393,700
　債権流動化に伴う支払債務 59,180 58,979
　リース債務 7,329 6,791
　その他 77,229 71,141
固定負債 564,764 582,794
　社債 58,000 48,000
　長期借入金 455,312 462,908
　その他 51,451 71,885
負債合計 1,610,529 1,593,356
［純資産の部］
株主資本 128,279 133,515
　資本金 17,874 17,874
　資本剰余金 16,086 16,070
　利益剰余金 94,319 99,572
　自己株式 △1 △1
その他の包括利益累計額 8,292 9,521
　その他有価証券評価差額金 8,036 9,632
　繰延ヘッジ損益 24 △80
　為替換算調整勘定 348 81
　退職給付に係る調整累計額 △116 △112
非支配株主持分 5,183 5,379
純資産合計 141,755 148,415
負債・純資産合計 1,752,284 1,741,772

（単位：百万円）
四半期連結貸借対照表（要旨）

連結財務諸表

環境・エネルギー関連設備への
取り組み等により、増加いたし
ました。

POINT

お客様の多様なニーズを捉えた
取り組みにより、増加いたしま
した。

POINT

株主資本は利益の積み上げにより
増加いたしました。

POINT
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2017年2016年
10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月

□発行可能株式総数 140,000,000株
□発行済株式の総数 42,649,000株
□株 主 数 28,354名

□株 価 推 移　（週足）

□大 株 主　（上位20名）商 号 興銀リース株式会社
本社所在地 〒105-0001�東京都港区虎ノ門1-2-6

TEL�03-5253-6511（代表）
設 立 1969年12月1日
資 本 金 178億7,419万円
従 業 員 数 連結1,070名　　単体611名
事 業 内 容 総合金融サービス業

［ 取� 締� 役 ］
* 取 締 役 社 長（代表取締役） 本　山　博　史
* 取 締 役 副 社 長（代表取締役） 長　津　克　司
* 専 務 取 締 役（代表取締役） 倉　中　　　伸
* 常 務 取 締 役 丸　山　伸一郎
* 常 務 取 締 役 濵　本　真　矢
* 常 務 取 締 役 上　田　　　晃
取　 締　 役（社外取締役） 小　峰　隆　夫
取　 締　 役（社外取締役） 桐　山　正　敏
取　 締　 役（社外取締役） 杉　浦　康　之

（注）*�の取締役は執行役員を兼務しております。

［ 監� 査� 役 ］
常 勤 監 査 役（社外監査役） 形　山　成　朗
常 勤 監 査 役（社外監査役） 宮　口　丈　人
監� � 査 � � 役（社外監査役） 下　釜　光　滋
監� � 査 � � 役（社外監査役） 髙　橋　真　一

［ 執 行 役 員 ］ �
常 務 執 行 役 員 湯　川　則　之 吉　田　勝　彦

山　口　弘　信 釜　田　英　彦
若　杉　国　元 乗　松　哲　也

執 行 役 員 上　村　敏　行 篠　　　幸　造
吉　田　　　浩 水　冨　芳　保
折　橋　克　泉 時　安　千　尋
佐々木　　　浩 石　坂　敏　和
小谷田　弘　道 大　高　　　昇
街　風　朝　雄 原　　　　　靖

本 社 〒105-0001　東京都港区虎ノ門1-2-6
TEL：03-5253-6511��FAX：03-5253-6501

札 幌 支 店 〒060-0001　札幌市中央区北一条西5-2
TEL：011-231-1341��FAX：011-231-5727

仙 台 支 店 〒980-0811　仙台市青葉区一番町2-4-1
TEL：022-223-2611��FAX：022-266-9556

首都圏営業第二部 〒330-0845　さいたま市大宮区仲町2-65-2
TEL：048-631-0751��FAX：048-631-0754

新 潟 支 店 〒951-8061　新潟市中央区西堀通六番町866
TEL：025-229-7800��FAX：025-229-7741

富 山 支 店 〒930-0004　富山市桜橋通り5-13
TEL：076-444-1080��FAX：076-444-1083

静 岡 支 店 〒420-0857　静岡市葵区御幸町5-9
TEL：054-205-3330��FAX：054-205-3331

名 古 屋 支 店 〒460-0003　名古屋市中区錦1-11-11
TEL：052-203-5891��FAX：052-203-9025

京 都 支 店 〒604-8152　京都市中京区烏丸通錦小路上ル手洗水町659
TEL：075-223-1545��FAX：075-223-1571

大 阪 営 業 部 〒541-0043　大阪市中央区高麗橋4-1-1
TEL：06-6201-3981��FAX：06-6222-2541

神 戸 支 店 〒650-0034　神戸市中央区京町69
TEL：078-392-5440��FAX：078-392-5441

広 島 支 店 〒730-0031　広島市中区紙屋町2-1-22
TEL：082-249-4435��FAX：082-249-8232

高 松 支 店 〒760-0017　高松市番町1-6-8
TEL：087-823-7321��FAX：087-823-7324

福 岡 支 店 〒810-0001　福岡市中央区天神1-13-2
TEL：092-714-5671��FAX：092-715-0553

IBJL東芝リース株式会社 〒105-0001　東京都港区虎ノ門1-2-6
TEL：03-5253-6700

第一リース株式会社 〒105-0001　東京都港区虎ノ門1-2-6
TEL：03-3501-5711��FAX：03-3501-5748

興銀オートリース株式会社 〒105-0001　東京都港区虎ノ門1-2-6
TEL：03-5253-6800��FAX：03-5253-6805

ユニバーサルリース株式会社 〒104-0054　東京都中央区勝どき6-5-3
TEL：03-3536-3981��FAX：03-3536-3892

ケイエル・リース＆エステート株式会社 〒105-0001　東京都港区虎ノ門1-2-6
TEL：03-5253-6833��FAX：03-5253-6834

ケイエル商事株式会社 〒105-0001　東京都港区虎ノ門1-2-6
TEL：03-5253-6835��FAX：03-5253-6837

ケイエル・オフィスサービス株式会社 〒105-0001　東京都港区虎ノ門1-2-6
TEL：03-5253-6840��FAX：03-5253-6839

十八総合リース株式会社 〒850-0841　長崎県長崎市銅座町4-18
TEL：095-822-1171��FAX：095-826-8860

興 銀 融 資 租 賃（ 中 国 ）有 限 公 司 中国�（上海・広州）

P T .  I B J  V E R E N A  F I N A N C E インドネシア

I B J  A i r  L e a s i n g  L i m i t e d バミューダ

I B J  A i r  L e a s i n g（ U S ）C o r p . 米国

I B J  L e a s i n g（ U K ）L i m i t e d 英国　

Krung Thai IBJ Leasing Co.,Ltd. タイ

PNB-IBJL Leasing and Finance Corporation フィリピン

株	主	名 持株数(千株) 持株比率(%)
第 一 生 命 保 険 株 式 会 社 2,930 6.87
日産自動車株式会社退職給付信託口座　信託受託者
み ず ほ 信 託 銀 行 株 式 会 社� 　 再 信 託 受 託 者
資 産 管 理 サ ー ビ ス 信 託 銀 行 株 式 会 社

1,750 4.10

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,626 3.81
ユ ニ ゾ ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 1,546 3.62
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,378 3.23
明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 1,251 2.93
ＤＯＷＡホー ルディング ス 株 式 会 社 1,120 2.62
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,017 2.38
新 日 鉄 興 和 不 動 産 株 式 会 社 975 2.28
共 立 株 式 会 社 949 2.22
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（三井住友信
託銀行再信託分・株式会社東芝退職給付信託口） 900 2.11
東 ソ ー 株 式 会 社 720 1.68
株 式 会 社 S U B A R U 720 1.68
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口5） 700 1.64
RBC� ISB� S/A� DUB� NON� RESIDENT/
TREATY�RATE�UCITS-CLIENTS�ACCOUNT 675 1.58
株 式 会 社 ク レ デ ィ セ ゾ ン 670 1.57
株 式 会 社 滋 賀 銀 行 670 1.57
飯 野 海 運 株 式 会 社 666 1.56
STATE� STREET� BANK� AND� TRUST� COMPANY 618 1.44
損害保険ジャパン日本興亜株式 会社 600 1.40

会社概要／株式の状況
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　主要グループ会社	 （2017年9月30日現在）

　株式の状況	 （2017年9月30日現在）
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